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カーボンニュートラルとは、「温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」こと。

◦「排出を全体としてゼロにする」とは、排出量から吸収量を差し引いた、合計がゼロとなる（ため、
いわゆるネットゼロ、実質ゼロと同じ）

◦「温室効果ガス」の対象は、ＣＯ２だけでなく、メタンなど全ての温室効果ガス。

4出所：GIO「日本の温室効果ガス排出量データ」より作成
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⚫ 2020年における2050年のカーボンニュートラル宣言以降、我が国のカーボンニュートラルに向けた取り組みが進展。

⚫ 2022年からは脱炭素とエネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべくGX（グリーン・トランスフォー
メーション） *を目指した動きが活発に。
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CN/GXを巡る動き ～温室効果ガスの排出削減に向けた我が国の進捗状況～

我が国のカーボンニュートラルに向けた動向

2020年

10月

2050年カーボンニュートラル宣言

➢菅 元総理が所信表明演説にて宣言。

2020年12月

(2021年6月改訂)

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 【経済産業省】

➢重点14産業分野毎に現状と課題，取組方針を提示。

2021年

4月

⽶国主催気候サミットにおいて46％削減を表明

➢ 2013年比46％削減、さらに50％の高みに向けて挑戦。

2021年

6月

地域脱炭素ロードマップ策定【国・地方脱炭素実現会議】

2021年

10月

第６次エネルギー基本計画【経済産業省】・地球温暖化対策計画を閣議決定

➢ 電源構成に占める再エネ比率の拡大（2019年18%→ 2030年36％～38％）

➢ 「2050年カーボンニュートラル」宣言、2030年度46％削減目標等の実現
に向け、計画を改定。

2022年

6月

新しい資本主義「実行計画」を閣議決定

➢ 今後10年間で官民協調で150兆円規模のグリーン・トランスフォーメーション
（ＧＸ）投資を実現

＊2050年カーボンニュートラルや、2030年の国としての温室効果ガス排出削減目標の達成に向けた取り組みを
経済成長の機会と捉え、排出削減と産業競争力向上の実現に向けた、経済社会システム全体の変革

ＧＸの加速



⚫ 世界中でGXに向けた取組が加速し、日本も「エネルギー安定供給」「経済成長」「脱炭素」の同時実現に向けて重点分野
ごとの「分野別投資戦略」をとりまとめるなど、官民のGX投資促進策が「実行」フェーズへ突入。

⚫ 脱炭素化が難しい分野のGXを推進すべく、低炭素水素等やCCSの導入に向けた法整備も進展中。
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我が国のGXに向けた動向

2023年

5月

GX推進法が成立

➢今後10年間で150兆円超の官民GX投資に向けてGX以降債の発行、成長志向型CPの導入等を決定

GX脱炭素電源法が成立

➢脱炭素電源の利用促進と電気の安定供給確保のため、地域と共生した再エネの最大限導入、安全性の
確保を大前提とした原子力の活用に向け、関連法を改正

2023年7月
GX推進戦略を閣議決定

➢GX実現に向けた政策を実行するため、「GX推進法」に基づき策定

2023年

12月

分野別投資戦略をとりまとめ

➢重点分野ごとのGXの方向性や投資促進策等を具体化

➢GX実現に向けた取り組みは、検討フェーズから実行フェーズへ

2024年

5月

「水素社会推進法案」・「CCS事業法案」が成立

現在
GX実行会議において「GX2040ビジョン」の策定に向け議論

第7次エネルギー基本計画・地球温暖化対策計画策定を予定

政策の動き ～温室効果ガスの排出削減に向けた我が国の進捗状況～

今後10-15年
を見据えた動き

2023年

2月

GX実現に向けた基本方針を閣議決定

➢ GXを通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべく、方針を取りまとめ

戦略を個別分野へ展開

個別分野における法律
を制定・施行

年度内を予定

中長期（2040年）
を見据えた議論
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政策の動き ～ GX実現に向けた基本方針・GX推進戦略～

⚫ GXを加速させることで、エネルギー安定供給と脱炭素分野で新たな需要・市場を創出し、日本経済の
産業競争力強化・経済成長につなげていく。

⚫ 昨年度、GX実現に向けて必要となる関連法案を提出、成立。

（１）エネルギー安定供給の確保を
大前提としたGXの取組

（２）「成長志向型カーボンプライシング構想」等
の実現・実行

①徹底した省エネの推進

②再エネの主力電源化

③原子力の活用

④その他の重要事項

• 水素・アンモニアと既存燃料との価格差に着目した支援

• 計画的な脱炭素電源投資の後押し

• 余剰LNGの戦略的な確保 等

①GX経済移行債を活用した、
今後10年間で20兆円規模の先行投資支援

②成長志向型CPによるGX投資インセンティブ

i. 排出量取引制度の本格稼働 【2026年度～】

ii. 発電事業者に有償オークション導入【2033年度～】

iii.炭素に対する賦課金制度の導入【2028年度～】

※上記を一元的に執行する主体として「GX推進機構」を創設

③新たな金融手法の活用

④国際戦略・公正な移行・中小企業等のGX

 ＧＸ脱炭素電源法 等
「脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律」

ＧＸ推進法
         「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律」

＜取組の柱＞
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政策の動き （２）「成長志向型カーボンプライシング構想」等の実現・実行

非GX製品 GX製品

炭素
価格

コ
ス
ト

市場原理に基づくGXビジネスの発展

CP・
規制

GX経済移行債

トランジション・ファイナンス

・研究開発
・スケール
メリット
・需要創出

2

3

投資支援

1

◆ 20兆円規模
の予算措置

◆ 制度的措置

「成長志向型カーボンプライシング構想」のイメージ

金融機関（アジア等世界を含む）

⚫ 政府は10年で20兆円のGX経済移行債
（国債）を発行し、投資促進に活用。

⚫ GX経済移行債で調達した資金は、脱炭
素化に向けたプロジェクトにのみ活用。

国際エネルギー機関(IEA)によれば、既存の技術のみで
は削減が進まない CO2 排出量は世界の CO2 排出量の
約半分。
加えて、民間企業では負担し切れないリスクを国の信
用力でレバレッジする観点から、ソブリン（各国政府
と政府機関の総称）による債券を通じたイノベーショ
ン支援が重要と指摘。
（出所）クライメート・トランジション・ボンド・ フレームワーク 内閣官房ほか

背景

＜炭素排出への負担＞
◆ ＧＸに取り組む期間を設けた

後に、当初低い負担で導入し
徐々に引き上げることを想定

• 23FY:排出量取引の試行
（ＧＸリーグ）

• 26FY: 排出量取引の本格稼働
• 28FY: 化石燃料賦課金の導入
• 33FY: 有償オークションの導入
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革新技術
開発

既に１兆円
規模を措置

・排出量を半分以下に削減する「革新電炉」、ケミカルリサイクル・バイオリファイナリー・
CCUS等

・家庭の断熱窓への改修（住宅の熱の出入りの７割を占める窓の断熱性を強化）

・高効率給湯器（ヒートポンプ等）の導入

・電動車/蓄電池の導入支援 等

・水素等の価格差に着目した支援策 等

・中小企業等の省エネ支援（３年間で7,000億円規模を措置）
・GXスタートアップ支援（５年間で2,000億円規模を措置） 等

多排出産業
の構造転換

くらしGX

水素等

中小企業・
スタートアップ等

10年間で
1.3兆円~

３年間で
２兆円～

15年間で
３兆円~

3~5年間で
１兆円～

税制措置 ・グリーンスチール、グリーンケミカル、SAF、EV等の生産・販売量に応じた税額控除を
新たに創設

次世代再エネ
10年間で
１兆円~

・脱炭素効果の高い革新的技術開発を支援する「グリーンイノベーション基金」

による代表例：

①次世代太陽電池（ペロブスカイト）について開発を進め、25年から市場投入

②水素還元製鉄について実証機導入は26年から開始

③アンモニア専焼に成功し、マレーシアで26年から商用化（MOU締結）等

※ アンモニア船のR＆D支援（加えて、ゼロエミッション船等への生産設備支援）あり。

・革新的GX技術創出事業(GteX)により大学等における基盤研究と人材育成を支援

・電力消費を抜本的に削減させる半導体技術（光電融合）の開発支援 等

年間数兆円規模の再エネ導入支援策（FIT制度）等に加え、
・ペロブスカイト、浮体式洋上風力、水電解装置等のサプライチェーン構築支援と、
ペロブスカイトの導入支援の検討 (GI基金に加え、10年間で1兆円規模を措置）

第11回GX実行会議資料抜粋

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/siryou1.pdf

（２）「成長志向型カーボンプライシング構想」等の実現・実行（参考）

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai11/siryou1.pdf
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政策の動き （２）「成長志向型カーボンプライシング構想」等の実現・実行

非GX製品 GX製品

炭素
価格

コ
ス
ト

金融機関（アジア等世界を含む）

市場原理に基づくGXビジネスの発展

CP・
規制

GX経済移行債

トランジション・ファイナンス

＜炭素排出への負担＞
◆ ＧＸに取り組む期間を設けた

後に、当初低い負担で導入し
徐々に引き上げることを想定

• 23FY:排出量取引の試行
（ＧＸリーグ）

• 26FY: 排出量取引の本格稼働
• 28FY: 化石燃料賦課金の導入
• 33FY: 有償オークションの導入

・研究開発
・スケール
メリット
・需要創出

2

3

投資支援

1

「成長志向型カーボンプライシング構想」のイメージ
国際エネルギー機関(IEA)によれば、既存の技術のみで
は削減が進まない CO2 排出量は世界の CO2 排出量の
約半分。
加えて、民間企業では負担し切れないリスクを国の
信用力でレバレッジする観点から、ソブリン（各国
政府と政府機関の総称）による債券を通じたイノ
ベーション支援が重要と指摘。
（出所）クライメート・トランジション・ボンド・ フレームワーク 内閣官房ほか

背景

⚫ 政府は10年で20兆円のGX経済移行債
（国債）を発行し、投資促進に活用。

⚫ GX経済移行債で調達した資金は、脱炭
素化に向けたプロジェクトにのみ活用。

◆ 20兆円規模
の予算措置

◆ 制度的措置
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政策の動き （２）「成長志向型カーボンプライシング構想」等の実現・実行

2024/12/26 第14回GX実行会議資料 抜粋
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf
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⚫ 半導体の省エネ性能が向上する一方で、Chat GPTなどの生成AIの利活用拡大に伴い、計算資源における電力
消費量が増加する可能性。

⚫ 半導体の微細化や光電融合等の消費電力の低減に大きく寄与する半導体技術の開発等を進めながらも、今後、
AIの進展による計算量の増大に伴い、電力消費量が急増するシナリオも想定しておく必要。（増加量の見通し
は、半導体の省エネ性能の向上による効果などがどの程度期待できるかによって、大きな幅がある。）

2020~2030 2050

生成AI等DX
による増加？

約1.35兆～1.5兆kWh※2

約1兆kWh※1

国内発電電力量のイメージ

※1：総合エネルギー統計、第6次エネルギー基本計画に基づく。
※2：第43回基本政策分科会で示されたRITEによる発電電力推計を踏まえた参考値。

【参考】DXの進展による電力需要増大

我が国の需要電力量の見通し

（出所）電力広域的運営推進機関「全国及び供給区域ごとの需要想定（2024年度）」
（令和6年1月24日）を元に作成

・テレワーク率の減少
・節電・省エネ

・データセンター・
 半導体工場の新増設等

年
度

2024/12/26 第14回GX実行会議資料 抜粋
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf
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政策の動き ～温室効果ガスの排出削減に向けた我が国の進捗状況～

⚫ 2024年現在、「GX2040ビジョン」「第7次エネルギー基本計画」「地球温暖化対策計画」の
策定に向けた議論が進行中。2024年12月に素案が提示され、年度内に策定予定。

2024/12/26 第14回GX実行会議資料 抜粋
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf


16

第7次エネルギー基本計画（案）

2/7「第7次エネルギー基本計画（案）」及び「GX2040ビジョン
（案）」についての説明会・意見交換会 資料抜粋
https://www.kyushu.meti.go.jp/event/2501/250122_3_1.pdf

https://www.kyushu.meti.go.jp/event/2501/250122_3_1.pdf


17総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第67回会合）資料より抜粋 
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2024/067/067_005.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/2024/067/067_005.pdf


成長志向型カーボンプライシング構想

10年150兆円規模の官民GX投資

水素法案
CCS法案

2023常会 2024常会

GX推進戦略

成長志向型カーボンプライシング構想

GX産業構造 GX産業立地

GX推進法

GX脱炭素電源法

強靱なエネルギー供給の確保
＜エネルギー基本計画＞

GX2040ビジョン

2030 2040

➢カーボンプライシングの詳細設計
（排出量取引、化石燃料賦課金の具体化）
➢ AZEC・日米と連携したGX市場創造
➢ 中小企業・ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟのGX推進/公正な移行 等

➢長期の脱炭素電源投資支援
➢送電線整備 等

脱炭素電源の導入拡大

➢ これまで今後10年程度の分野ごとの見通しを示しGXの取り組みを進める中で、

①中東情勢の緊迫化や化石燃料開発への投資減退などによる量・量・価格両面でのエネルギー安定供給確保、

②DXの進展や電化による電力需要の増加が見通される中、その規模やタイミング、

③いわゆる「米中新冷戦」などの経済安全保障上の要請によるサプライチェーンの再構築のあり方、

について不確実性が高まるとともに、

④気候変動対策の野心を維持しながら多様かつ現実的なアプローチを重視する動きの拡大、

⑤量子、核融合など次世代技術への期待の高まり などの変化も生じている。

➢ 出来る限り事業環境の予見性を高め、日本の成長に不可欠な付加価値の高い産業プロセスの維持・強化につながる国内投資
を後押しするため、産業構造、産業立地、エネルギーを総合的に検討し、より長期的視点に立ったGX2040のビジョンを示す 。

第11回GX実行会議資料

第11回GX実行会議資料
を基に九州経済産業局にて編集

ＧＸ２０４０ビジョン（案）



GX2040ビジョンのポイント①

⚫ 足下30年間、十分な国内投資と、成長市場への投資・事業転換など経済の新陳
代謝が少なく、他国に比べ、実質賃金・実質GDP両面での伸びがわずか。

【目指すべき産業構造】

→成長志向型カーボンプライシング構想による規制・支援一体型の投資促進策
をきっかけとしたGX投資により、再び成長軌道にのせるため、

① 革新技術（AI・ロボティクス、量子、バイオなど）を活かした新たなGX事業
が次々と生まれ、

② 日本の強みである素材から製品までのフルセットのサプライチェーンが、脱炭
素エネルギーの利用やDXによって高度化された 産業構造を目指す。

→ これにより、国内外の有能な人材・企業が日本で活躍できる社会を目指す。

【具体的対応策】

① 大企業からの積極的なカーブアウト促進、

② 大企業によるスタートアップの製品・サービスの購入の促進

③ 新たなGX産業につながる市場創出

＋

新たなGX事業など、脱炭素電源を必要とする産業の効率的・効果的な集積を目指し、

GX産業立地政策を推進

GX産業構造



GX産業立地

⚫ 効率的・効果的にスピード感を持って、「新たな産業用地の整備」と「脱炭
素電源」の整備を進め、地方創生につなげる必要。

1. 脱炭素電源が豊富な地域に企業の投資を呼び込み、新たな産業集積
を目指す。

① 脱炭素電源が豊富な地域に立地する企業に対して脱炭素電力の利
用を促すインセンティブ措置。

② 脱炭素電源を整備する自治体に対して、企業の成長の果実が届く仕
組み。

2. データセンターを段階的に脱炭素電源が豊富な地域へ誘導する。

➢ 光通信技術の導入状況も踏まえつつ、まずは、電力インフラから見て
望ましい地域への立地を促す。

➢ 効率的な電力・通信インフラの整備を通した電力と通信の効果的な
連携（ワット・ビット連携）により、AI活用を通したDXを加速させ、成
長と脱炭素の同時実現を目指すGXの効果を最大化させていく。

GX2040ビジョンのポイント②



中堅・中小
企業のGX

⚫ 脱炭素化されるサプライチェーンでも、中堅・中小が引き続き活躍できること
が重要。

➢ エネルギー消費量やCO2排出量の算定・見える化支援

➢ 省エネ設備導入を補助

国際展開
（AZEC）

⚫ 各国の事情に踏まえた現実的なトランジションは、日本と同様の脱炭素に向
けた課題を共有するアジア諸国のGXにとって重要。

➢ 火力のゼロエミッション化などの個別プロジェクトの支援

➢ 脱炭素の取組を定着させるためのルール形成

公正な移行

⚫ 労働者が、新たに生まれるGX産業への移動や、AIなどの導入による高度
化されたサプライチェーンで引き続き活躍できることが重要。

➢ GX産業への転職支援やスキルアップ支援

GX2040ビジョンのポイント③



GX2040ビジョンのポイント④

⚫ 10年間で150兆円超の官民によるGX投資を引き出すため、新規
国債（GX経済移行債）の発行により、20兆円規模の投資促進策
を実施。

⚫ 今後、段階的に導入するカーボンプライシングにより、2050年
までに償還（大枠は2023年の通常国会で成立したGX推進法に規
定）。

【2025年通常国会にGX推進法改正案を提出し、制度の詳細設計を規定】

⚫排出量取引制度の本格稼働（2026年度～）

✓ 排出量の多い企業（直接排出10万㌧以上）の参加義務化 等

⚫化石燃料賦課金の実施（2028年度～）のために必要な詳細の規定

✓ 賦課金の納付の確実性を担保するための所要の措置 等

成長志向型
カーボンプラ
イシング構想

成長志向型
の資源自律
経済の確立

⚫ サーキュラーエコノミーを進めるため、 2025年通常国会に提出する法案で、
特定の製品、事業者に対する再生材の利用義務付けなどの法的措置を
規定。
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【参考】排出量取引制度と化石燃料賦課金
排出量取引制度

化石燃料賦課金

• 化石燃料の使用に伴う二酸化炭素排出量に応じた金額を賦課するもの。

• 化石燃料の輸入事業者等に支払い義務。転嫁を通じて社会全体で、化石燃料の使用に伴うコ
ストを負担。

特に排出量の多い企業を対象に、効果的かつ費用効率的な排出削減取組を促進

化石燃料の需要家に対して、排出量取引よりも広範に行動変容を促すことが可能。

不足分を調達

排出量排出枠の
割当量

削減

排出量排出枠の
割当量

排出枠

①排出枠の割当
• 一定の基準に従って政府が排出枠

（排出許可証のようなもの）を割当。

②排出枠の取引の実施
• 市場を介して実績との

過不足分を融通。

余剰を売却 超過

取引所
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２．企業が活用可能な国の脱炭素施策について
・活用可能な施策

目次

１．GX政策の全体像
・カーボンニュートラルについて

 ・GXを巡る動き
・直近の議論（第7次エネルギー基本計画・GX2040ビジョン）



取組

・脱炭素化への一般的なプロセスは

１．CNを知る→２．排出量を測る→３．削減を進める

・「脱炭素」に取り組む段階に合わせた支援策を準備

25

１．CNについて知る

２．排出量を測る

３．削減する

脱炭素化の取組度合い

ガス

電気

ガソリン

重油

電気

ガソリン

ガス

③再エネ由来電気へ
の切替・導入

④Jクレジット等の購入
によりカーボンオフセット

②設備投資による
燃料転換・省エネ

企業としてカーボンニュートラルの実現にむけて

①日々の省エネ
活動

削減の具体的な「取組み」例
①日々の省エネ活動
②設備投資による燃料転換・省エネ
③再エネ由来電気への切り替え
④Jクレジット等の購入によるオフセット 等

CO2排出量

ガソリン

ガス →カーボンニュートラル
達成！

可視化

相殺

取組の時間軸

脱炭素化に取り組むということ
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２．企業が活用可能な国の脱炭素施策について
・活用可能な施策

目次

１．GX政策の全体像
・カーボンニュートラルについて

 ・GXを巡る動き
・直近の議論（第7次エネルギー基本計画・GX2040ビジョン）
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ご紹介する支援施策

◼ CNオンライン相談窓口

◼ 省エネクイック診断

◼ 省エネ最適化診断

◼ 省エネお助け隊

現状把握

◼ 省エネ補助金

◼ クリーンエネルギー自動車補助金（CEV補助金）

◼ クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充
電・充てんインフラ導入促進補助金

◼ 業務用建物の脱炭素改修加速化事業

◼ CN投資促進税制

◼ Ｊクレジット制度

設備投資・その他

１．CNについて知る



CNオンライン相談窓口（中小機構）

・(独)中小企業基盤整備機構九州本部は、政府が掲げる「脱炭素社会」の実現に向けた中小企業の

「カーボンニュートラル」の取り組みを支援すべく、九州本部内にカーボンニュートラルに関する相談窓口を

新たに設置し、中小企業からの相談に対応。

28

ホームページからの申し込み
https://www.smrj.go.jp/regional_hq/kyushu/sme
/consulting/index.html

電話によるお申し込み・お問い合わせ
相談日に関するお問合せ・ご予約、どの専門家
へ相談すればよいのか分からない場合はこちらへ
お掛けください。

Tel: 092-263-0300

現状把握

（出典）中小企業基盤整備機構 九州本部web

１．CNについて知る

https://www.smrj.go.jp/regional_hq/kyushu/sme/consulting/index.html
https://www.smrj.go.jp/regional_hq/kyushu/sme/consulting/index.html
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https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/pdf/shindan_flowchart.pdf

２．排出量を測る

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/pdf/shindan_flowchart.pdf
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補助金



省エネ補助金（省エネ設備への更新支援） Ｒ６年度補正予算分

31

３．排出量を削減する

令和６年度経済産業省補正予算資料
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r6.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r6.pdf


事業区分

（Ⅰ）工場・事業場型
～生産ラインの更新等、工場・事業所全体で大幅な省エネを図る～

先進枠 一般枠
中小企業
投資促進枠

補助対象 先進設備・システム オーダーメイド設備又は指定設備※

省エネ要件

①省エネ率等：30％以上
②省エネ量等：1,000kl以上
③エネルギー消費原単位

改善率：15％以上

①10％以上
②700kl以上
③7％以上

①7％以上
②500kl以上
③5％以上

※指定するフォーマットにより
目標・計画の作成・公表が必要

（目標は一般枠の効果）

投資回収要件 ・投資回収年数が５年以上であること ・投資回収年数が３年以上であること

補助率

大企業 １／２
１／３

※投資回収年数が
７年未満の事業は１／４

ー

中小
企業

２／３
１／２

※投資回収年数が
７年未満の事業は１／３

１／２
※投資回収年数が

５年未満の事業は１／３

補助金
限度額

大企業

上限：15億円
（非化石転換の場合は20億円）

※複数年度事業もしくは連携事業の
場合は30億円

（非化石転換の場合は40億円）

上限：15億円
（非化石転換の場合は20億円）
※複数年度事業の場合は20億円
（非化石転換の場合は30億円）
※連携事業の場合は30億円

（非化石転換の場合は40億円）

ー

中小
企業

上限：15億円
（非化石転換の場合は20億円）
※複数年度事業の場合は20億円
（非化石転換の場合は30億円）
※連携事業の場合は30億円

（非化石転換の場合は40億円）

オーダーメイド設備又は指定設備

変更①

【参考】前年からの変更点（Ⅰ型：工場・事業場型）

⚫ 工場・事業所全体での、大規模な省エネ投資をより促進するため、省エネ効果の高い特定の設備（指定設備）の
組み合わせによる事業所等全体での取組を補助対象に追加。

⚫ また、中小企業においても大規模な省エネ投資を促すため、「中小企業投資促進枠」を創設。

変更②

32
※年間のエネルギー使用量が1,500kl以上である事業者（特定事業者等）は、省エネ法に基づく定期報告情報を開示する制度に参加宣言していることを要件とする。



ガイドとグリッド線

事業区分
（Ⅱ）電化・脱炭素燃転型

～電化・低炭素な燃料への転換を伴う設備等への更新を支援～

補助対象
化石燃料から電気への転換及びより低炭素な燃料への転換等、

電化や脱炭素目的の燃料転換を伴う設備等への更新

補助対象経費

工事費・設備費
（電化の場合は付帯設備も対象）

※工事費は中小企業に限る
※ヒートポンプなど、一部機器について併用を認める

（ただし併用する場合であっても、将来的には非化石転換に向けた
リプレースを目指すことを求める）

補助率 １／2

補助金限度額
上限：3億円

（電化の場合は5億円）

変更

【参考】前年からの変更点（Ⅱ型：電化・脱炭素燃転型）

⚫ 燃料転換のための設備更新について、既存設備と配管の取り回しや設置方法が異なることで工事費用が高額とな
ることを踏まえ、負担増の影響を受けやすい中小企業について工事費用も補助対象とする。

⚫ また、ヒートポンプなどについて、更新前設備との併用を認める。

33
※年間のエネルギー使用量が1,500kl以上である事業者（特定事業者等）は、省エネ法に基づく定期報告情報を開示する制度に参加宣言していることを要件とする。



事業区分
（Ⅲ）設備単位型
～指定設備への更新～

補助対象
省エネ効果の高い特定の設備

（指定設備）への更新

省エネ要件

①～③のいずれかの要件を満たすこと
①省エネ率：10％以上
②省エネ量：1kl以上

③経費当たり省エネ量：1kl/千万円

補助対象
経費 設備費

補助率 １／３

補助金
限度額 上限：１億円

その他の
要件

・省エネ法に基づく定期報告義務がない事業者
（特定事業者等以外の事業者）については、
エネルギーの合理化に関する中長期計画を策
定すること（指定するフォーマットで作成）

省エネ・非化石転換補助金（Ⅲ型、Ⅳ型）

事業区分
（Ⅳ）エネルギー需要最適化型

～EMSの導入促進～

補助対象
• 効果が高いと指定したエネルギーマネジメントシス
テム（指定EMS）を用いて、効果的にエネルギー使
用量削減及びエネルギー需要最適化を図る事業

省エネ要件

• 指定EMSを導入する範囲内において設備又は工程単
位のエネルギー消費状況を把握・表示・分析し、運
用改善を実施。

• EMSを活用した省エネの中長期計画を作成、改善に
よる成果の公表（２％改善を目安）

• EMSは、導入事業者自らが制御・運用改善に取り組
める機能を具備していること。具備していない場合
には、運用改善の提案を出来る事業者との契約（補
助対象外）を結ぶこと

※従来の省エネ効果２％の事前確認要件及び投資回収
年数要件は設けない

補助対象経
費

設計費・工事費・設備費

補助率
大企業 １／３

中小企業 １／２

補助金
限度額

上限：１億円
下限：30万円（100万円から引き下げ）

変更①

変更①

⚫ Ⅲ型について、高効率省エネ設備への投資を促進する観点から、省エネ要件を追加。
⚫ Ⅳ型について、デジタル技術を活用したエネルギー消費の見える化、最適化に取り組み、ＧＸ・ＤＸを加速する

事業者を支援する観点から、従来の要件を見直す。

【参考】前年からの変更点（Ⅲ型：設備単位型、Ⅳ型：エネルギー需要最適化型）

変更②

34※年間のエネルギー使用量が1,500kl以上である事業者（特定事業者等）は、省エネ法に基づく定期報告情報を開示する制度に参加宣言していることを要件とする。

変更②



温泉業 A社

• レストランや脱衣室等の空調管
理に、高効率空調を導入

• 貯湯槽の加熱とポンプや電灯
等への給電に高効率コージェネ
レーションを導入

ガス代約25%削減

電気代約40%削減

繊維業 B社

• 蛍光灯をLED照明に更新

• 石油ストーブ等を高効率電気
式パッケージエアコンに更新

• 変圧器をトップランナー機器に
更新

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を56.7%削減

部品製造業 C社

• ﾀﾞｲｶｽﾄﾏｼﾝ投入金属の溶解に
低炭素工業炉を利用

• 金型棟、鋳造棟、加工棟、出
荷棟に高効率照明を導入

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量を54.6%削減

【参考】 省エネ補助金を活用した中小企業のエネルギーコスト低減事例

◼ 「省エネ補助金」を活用した設備投資により、大幅にエネルギー使用量を削減し、エネルギーコスト低

減を実現する中小企業も。

◼ 今後、こうした先行事例を発掘するとともに、周知広報を強化していく。
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クリーンエネルギー自動車補助金(CEV補助金)

・我が国のCO２排出量の約2割を占めている運輸部門のCO２削減のため、環境性能に優れたクリーンエネルギー

 自動車の普及が重要。

・初期需要の創出・量産効果による価格低減のため、クリーンエネルギー自動車の購入費用の一部を補助。

購入補助予算の概要

●補助対象車両
・電気自動車（EV）
・軽電気自動車（軽EV）
・プラグインハイブリッド車（PHEV）
・燃料電池自動車（FCV）
・超小型モビリティ、ミニカー、電動二輪

●補助額について※

評価に応じて、複数段階の補助額を適用

補助金の対象となるエコカーの国産車種一覧
（CEV補助金の場合）

・スバル ソルテラ
・トヨタ bZ4X
・日産 アリア、リーフ
・ホンダ Honda e
・マツダ MX-30 EV MODEL
・レクサス RZ450e、UX 300e
など

・日産 サクラ
・三菱 eKクロス EV
など

・トヨタ ハリアー、RAV4、プリウ
ス
・マツダ CX-60
・三菱 アウトランダー、エクリプ
ス クロス
・レクサス RX450h+、NX450h+
など

・トヨタ MIRAI
など
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ＥＶ １５～８５万円

軽ＥＶ １５～５５万円

ＰＨＥＶ １５～５５万円

ＦＣＶ 上限：２５５万円

※EV, PHEV, FCVについて、メーカー希望小売価格（税抜）が840万円以上
の車両は、算定された補助額に価格係数0.8を乗じる。
※超小型モビリティ、ミニカー、電動二輪については、従来制度に基づ
き補助額を決定する。

令和7年度経済産業省予算資料 https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2025/pr/pdf/pr_energy.pdf

３．排出量を削減する

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2025/pr/pdf/pr_energy.pdf


37

３．排出量を削減する

令和7年度経済産業省予算資料 https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2025/pr/pdf/pr_energy.pdf

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2025/pr/pdf/pr_energy.pdf


38令和６年度環境省補正予算資料
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r6.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/data/package_r6.pdf
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税制



（出典）経済産業税制総合Webページ
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html

1. 産業競争力強化法の計画認定制度に基づく生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する

設備の導入に対して、最大10％の税額控除（中小企業者等の場合は最大14%）又は50％の

特別償却（注1）を措置します。

2. （注1）措置対象となる投資額は、500億円まで。控除税額は、DX投資促進税制と合計で法人税額又は所

得税額の20%までになります。

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制（ＣＮ税制）

40

企業区分 炭素生産性の向上率 税制措置

中小企業者等（注２）
17% 税額控除14% 又は 特別償却50%

10% 税額控除10% 又は 特別償却50%

中小企業者等以外の事業者
20% 税額控除10% 又は 特別償却50%

15% 税額控除5% 又は 特別償却50%

税額控除率については、企業区分及び認定された計画全体の炭素生産性の向上率によって異なります。

注２）中小企業者等とは、租税特別措置法第10条の５の６第９項第１号に規定する中小事業者又は同法第42条の12
の７第６項第１号に規定する中小企業者をいいます。

３．排出量を削減する

https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html
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ご清聴ありがとうございました

問い合わせ先
九州経済産業局

カーボンニュートラル推進・エネルギー広報室
TEL:092-482-5467

bzl-qcn@meti.go.jp
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